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厚生労働省保険局医療 課 

 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における 

公費負担医療の提供に係る費用の請求に関する訪問看護療養費明細書の 

「公費負担者番号欄」の記載の取扱いについて 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養（以下「宿泊療養等」

という。）における診療報酬明細書等の記載については、令和２年４月 30 日保医発 0430 第

４号「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における公費負担

医療の提供に係る費用の請求に関する診療報酬明細書等の記載等について」１「公費負担者

番号欄について」（２）により、他の公費負担医療制度による給付が行われる場合の記載順

については、既存の法別番号 28 の公費負担医療（感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律による一類感染症等の患者の入院（同法第 37 条））と同様の取扱いとする

としたところである。 

当該取扱いに伴い、訪問看護療養費明細書における宿泊療養等に係る公費負担医療の記載

順については、「訪問看護療養費請求書等の記載要領について」（平成 18 年３月 30 日付け保

医発第 0330008 号厚生労働省保険局医療課長通知）別添２における、法別番号 24（障害総

合支援法による療養介護医療（法第 70 条関係）及び基準該当療養介護医療（法第 71 条関

係））と法別番号 19（原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費（法

第 18 条関係））の間に位置付けるものとするので、貴管下の指定訪問看護事業者、審査支払

機関等に対して周知徹底をお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 


